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会社概要

会社名 アジア航測株式会社 Asia Air Survey Co., Ltd.

代表者 代表取締役社長 畠山 仁

資本金 16億7,377万円

株式上場 東京証券取引所 スタンダード市場（証券コード：9233）

事業内容 航空機使用事業、測量業、建設コンサルタント業、地質調査業、ほか

売上高（連結） 373億円（2023年9月期）

従業員（連結） 1,693名（2024年3月末時点）

設立 1954年2月26日

本店所在地 東京都新宿区西新宿六丁目14番1号 新宿グリーンタワービル



アジア航測株式会社の紹介



開発許可のDX ご説明



19,746

この数字は？



開発許可制度の概要（国土交通省HPより）



開発許可制度とは

⚫昭和43年に市街地が無秩序に拡散
することを防ぐために制定

⚫市街地等において一定規模以上の
開発を行う場合、都市計画法に基づ
く開発許可が必要

⚫許可権者
▶都道府県知事

▶政令指定都市の長

▶中核市の長

▶特例市の長

⚫規制対象規模



開発許可手続きの流れと課題

⚫ 相談先窓口が多い。 事業者に移動・時間の負荷

⚫ 開発予定地の自治体に相談。 事業者に訪問の負荷

⚫ 相談件数が多い。 事前相談を含めると、行政職員には常に負荷

⚫ 窓口での相談。 行政職員には不定期で突発的な対応

⚫ 関係窓口が多い。 主管課には状況把握の負荷
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結果、開発許可までに時間がかかる。



“Project PLATEAU”と開発許可システム

仮 説

⚫各種オープンデータ、標準化されたデータを情報システムで活用することにより、窓口
で対応する業務を削減できるのでは？

⚫オンラインで相談可能な仕組みとすることで、事業者は移動負担を削減でき、行政職員
は突発の窓口対応を削減できるのでは？

⚫相談がシステム化されることで、主管部門は庁内各課の様子を把握しやすくなり、管理
負担を軽減できるのではないか？

Project PLATEAUにて、ユースケース開発

実施年 件名 実施内容 参照先

2022年度 開発許可のDX
⚫ 地番を指定し、各種規制の判定結果を表示する機能
⚫ 事前相談をオンラインで申し込み、関係各課からの回答を得る機能

⚫ 概要
⚫ 技術レポート

2023年度 開発許可のDX v2.0
⚫ 道路台帳要素の取り込みと幅員情報の判定・提示機能
⚫ 事前相談の双方向コミュニケーション機能、資料への赤入れ機能

⚫ 概要
⚫ 技術レポート

2024年度 開発許可のDX v3.0
⚫ 公共施設管理者等との事前協議・同意書（32条対応）機能
⚫ 開発許可申請と許可証（29条対応）機能

https://www.mlit.go.jp/plateau/use-case/uc22-012/
https://www.mlit.go.jp/plateau/file/libraries/doc/plateau_tech_doc_0024_ver01.pdf
https://www.mlit.go.jp/plateau/use-case/uc23-06/
https://www.mlit.go.jp/plateau/file/libraries/doc/plateau_tech_doc_0076_ver01.pdf


デモンストレーション



複雑な手続きをオンライン・ワンストップで対応可能とし、

事業者、行政関係者双方の負担を軽減することにより、

審査の高速化を実現し、円滑な都市開発に貢献する。

DXにより実現したいこと
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